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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第123期

第３四半期
連結累計期間

第124期
第３四半期
連結累計期間

第123期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 646,695 625,682 903,051

経常利益 (百万円) 50,264 35,669 72,623

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 31,046 22,867 45,650

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 28,479 14,072 35,850

純資産額 (百万円) 456,080 463,799 465,001

総資産額 (百万円) 941,238 973,062 954,051

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 253.37 186.64 372.56

潜在株式調整後１株
当たり四半期(当期)
純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.4 46.4 47.5
 

 

回次
第123期

第３四半期
連結会計期間

第124期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり
四半期純利益

(円) 79.03 52.48
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４ 金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。

５ 前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第３四半期連結累計

期間の関連する主要な経営指標等につきましては、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

EDINET提出書類

住友重機械工業株式会社(E01533)

四半期報告書

 2/22



 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につきましては、

重要な変更はありません。

主要な関係会社における異動につきましては、以下のとおりであります。

2019年11月７日付で、新たに株式を取得したInvertek Drives Ltd.他４社を連結子会社にしております。(機械コン

ポーネントセグメント)
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにつきまして、重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期における当社グループを取り巻く経営環境は、国内においては、企業業績は全体としては底堅く推

移しているものの製造業で機械投資に弱い動きが見られ、海外においては、米国は景気の回復が継続しているもの

の製造業では通商問題の影響などが見られ、中国では景気に緩やかな減速傾向が現れるなど、全世界的に機械需要

は調整局面を迎えることとなりました。また、米中貿易摩擦の深刻化、地政学上のリスクの継続及び為替相場の変

動など依然として不透明感が残る状態でありました。

　このような経営環境のもとではありますが、当社グループは「中期経営計画２０１９」を推進し、設備や研究開

発などの成長投資の実施、CSRの積極推進などの重点施策を推進してまいりました。

　この結果、受注高につきましては、産業機械部門を除く全ての部門で減少し、前年同期比10％減の6,052億円とな

りました。また、売上高につきましては、精密機械及び環境・プラントの部門を除く全ての部門で減少し、前年同

期比３％減の6,257億円となりました。

　損益面では、全ての部門で減少し、営業利益は前年同期比28％減の378億円、経常利益は前年同期比29％減の357

億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比26％減の229億円となりました。

　なお、前期に公表いたしました、当社及び当社グループ会社における製品及びサービスに関する不適切な検査等

につきましては、株主の皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけしましたことを改めて深くお詫び申し上げます。こ

の事態を厳粛かつ真摯に受け止め、当期におきましても再発防止策を確実に実施し、品質管理とコンプライアンス

の一層の強化を図り、信頼回復に全力を挙げて取り組んでおります。

　

各部門別の状況は、以下のとおりであります。

①　機械コンポーネント部門

中小型の減・変速機やロボット用精密減速機の需要減少により受注、売上ともに減少しました。この結果、受

注高は953億円(前年同期比７％減)、売上高は967億円(前年同期比１％減)、営業利益は51億円となりました。

 
②　精密機械部門

プラスチック加工機械事業は、中国の電気電子関連の需要低迷や、国内及び欧州の需要が減少したことから受

注、売上ともに減少しました。一方、その他精密機械事業は、極低温冷凍機や半導体関連の需要が堅調に推移し

たことから受注、売上ともに増加しました。この結果、受注高は1,408億円(前年同期比４％減)、売上高は1,352

億円(前年同期比１％増)、営業利益は109億円となりました。

 
③　建設機械部門

　油圧ショベル事業は、アセアン地域の需要減少や中国の市況にかげりが見えてきたこと、台風被害の影響で部

品の調達問題が発生したことなどから受注、売上ともに減少しました。建設用クレーン事業は、国内や北米地区

の需要が減少したことなどから受注、売上ともに減少しました。この結果、受注高は1,918億円(前年同期比15％

減)、売上高は2,014億円(前年同期比６％減)、営業利益は124億円となりました。
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④　産業機械部門

運搬機械事業は、電力、港湾向けの需要が堅調であったことや、物流システム、駐車場システムも堅調であっ

たことから受注は増加しましたが、長納期の受注残の売上が翌期以降となることから売上は減少しました。その

他産業機械事業は、産業用タービンの増加で受注は増加しましたが、受注残の減少により売上は減少しました。

この結果、受注高は644億円(前年同期比８％増)、売上高は622億円(前年同期比７％減)、営業利益は38億円とな

りました。

 
⑤　船舶部門

船舶市況は引き続き低迷しておりますが、当第３四半期は前年同期と同じ２隻の新造船受注がありました。ま

た、引渡しにつきましては、前年同期は３隻でしたが当第３四半期は１隻でした。この結果、受注高は227億円

(前年同期比６％減)、売上高は214億円(前年同期比23％減)、営業損失は24億円となりました。

 

⑥　環境・プラント部門

エネルギープラント事業は、国内のバイオマス発電設備の大型案件が前年同期に比べ減少したことから受注は

減少しましたが、受注残があり売上は増加しました。水処理プラント事業は、排水処理装置の案件が前年同期に

比べ減少したことなどから受注、売上ともに減少しました。この結果、受注高は846億円(前年同期比23％減)、売

上高は1,035億円(前年同期比１％増)、営業利益は63億円となりました。

 
⑦　その他部門

受注高は55億円(前年同期比２％減)、売上高は53億円(前年同期比２％増)、営業利益は17億円となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容など(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

 

(当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針)

１ 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方については、最終的には、株主の皆様により、

当社の企業価値の向上ひいては株主共同の利益の確保を図るという観点から決せられるべきものと考えておりま

す。従って、会社支配権の異動を伴うような大規模な株式等の買付けの提案に応じるか否かといった判断も、最終

的には株主の皆様のご意思に基づいて行われるべきものと考えております。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案(以下「大規模買付行為」といいます)の中には、買収の

目的や買収後の経営方針などに鑑み、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあ

るもの、株主の皆様に対して買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することなく行わ

れるものなど、企業価値ひいては株主共同の利益に重大な影響を及ぼすものも想定されます。当社といたしまして

は、このような大規模買付行為を行う者は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当

でないと考えております。

　

２ 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、一流の商品とサービスを世界に提供し続ける機械メーカーを目指すとともに、誠実を旨とし、あらゆる

ステークホルダーから高い評価と信頼を得て、社会に貢献するという企業使命のもと、上記基本方針を実現するた

め、中期経営計画の策定及びその実践に加えて、以下のとおりコーポレートガバナンスの充実に取り組んでおりま

す。

当社は、当社グループの企業価値の増大を図り、あらゆるステークホルダーからの評価と信頼をより高めていく

ため、効率的で透明性の高い経営体制を確立することを目的として、「住友重機械コーポレートガバナンス基本方

針」を制定しております。また、1999年の執行役員制の導入、2002年以降の社外取締役の選任、2007年の取締役任

期の２年から１年への短縮、さらに2015年からは社外取締役を複数名選任するなどして取締役会の活性化や経営の

透明性の確保に努めております。

具体的には、社外取締役は、経営陣から独立した立場で経営を監督し、ステークホルダーの視点を適切に反映さ

せる役割を担っております。また、執行役員制度の導入により、迅速・果断な業務執行を可能とする環境を整備す

る一方で、重要な経営課題及びリスクの高い経営課題については、取締役会において経営陣から適宜報告を行うも

のとすることにより、取締役会は、経営陣及び取締役に対する実効性の高い監督を行っております。さらに、取締

役会は、会社法その他の関係法令に基づき、内部統制システム及びリスク管理体制を適切に整備するとともに、そ

の年度計画及び運用状況について内部統制部門からの報告を受け、必要な指示を行うことにより、その運用を適切

に監督しております。

社外監査役は、各分野における高い専門知識や豊富な経験を、常勤監査役は、当社の経営に関する専門知識や豊

富な経験をそれぞれ活かし、実効性の高い監査を行うとともに、取締役会及び執行責任者会議等において経営陣に

対して積極的に意見を述べております。また、監査役をサポートする部門として監査役室を設置し、専任の使用人

を配置することにより、監査役業務の支援及び監査役に対する円滑な情報提供を行っております。さらに、当社及

び関係会社の監査役による関係会社監査役会議を定期的に開催し、監査に関する情報交換、グループとしての監査

機能の充実を図っております。また、海外子会社に対する実地監査を毎年行うなど、グローバル化に対応した監査

を実施しております。

さらに、当社は任意の委員会として、指名委員会、報酬委員会及び倫理委員会を設置しております。指名委員会

は、取締役・監査役候補の指名、取締役・監査役の解任、役付取締役・代表取締役の選定・解職等について取締役

会の諮問を受けて審査・答申するとともに、最高経営責任者等の後継者計画について毎年確認し、その進捗を取締

役会に報告しております。報酬委員会は、取締役及び執行役員の報酬制度、報酬水準等について、取締役会の諮問

を受けて審議・答申を行っております。また、倫理委員会は、グループ経営を倫理的観点から監視、指導し、取締

役会の企業倫理に関する監督機能の強化・補完の役割を果たしております。
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３ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)を導入することに関して2008年６月27日開催

の第112期定時株主総会において、株主の皆様のご承認を頂き、その後、2011年６月29日開催の第115期定時株主総

会及び2014年６月27日開催の第118期定時株主総会において、それぞれ所要の変更を行ったうえで、当社株式の大規

模買付行為に関する対応方針を継続することにつき、株主の皆様の過半数の賛成により、ご承認を頂きました(以

下、継続後の対応方針を「本プラン」といいます)。

しかしながら、当社は、2017年６月29日開催の第121期定時株主総会の終結の時をもって有効期間満了を迎える本

プランの取扱いについて検討した結果、現在の経営環境下においては、中期経営計画に掲げる目標の達成に向けた

施策を着実に実行することにより、持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめ、広く社会、市場、ステークホル

ダーの皆様からの社会的信頼に応えていくこと、及びコーポレートガバナンスの更なる整備・強化に取り組むこと

こそが、株主共同の利益の確保、向上につながるものであって、本プランを継続することが必要不可欠なものでは

ないと判断し、2017年５月26日開催の取締役会において、かかる有効期間満了をもって本プランを継続しないこと

を決議しました。

もっとも、当社は、本プランの有効期間満了後も引き続き、当社株式に対して大規模買付行為を行おうとする者

に対しては、当社の企業価値、株主共同の利益を確保する観点から、関係する法令に従い、大規模買付行為の是非

を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の開示を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示す

るとともに、株主の皆様の検討のために必要な時間と情報の確保に努める等、適切な措置を講じてまいります。

　

４ 基本方針の実現に資する取組みについての取締役会の判断

当社は、上記基本方針を実現するための取組みとして上記２及び３の取組みを進めることにより、当社の企業価

値、株主共同の利益の確保、向上につなげられると考えていると同時に、当社の企業価値、株主共同の利益に資さ

ない大規模買付行為を行うことは困難になるものと考えています。また、大規模買付行為を行う者が現れた場合

も、その是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報及び時間の確保に努めるなど、適切な措置

を講じてまいります。したがって、上記２及び３の取組みは上記基本方針に沿うものであり、当社役員の地位の維

持を目的とするものではないと判断しております。

 
(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、141億円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 360,000,000

計 360,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2020年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 122,905,481 122,905,481
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 122,905,481 122,905,481 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年10月１日～
2019年12月31日

 ―  122,905,481  ―  30,872  ―  27,073
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況につきましては、株主名簿に記録された内容が確認できないた

め、直前の基準日(2019年９月30日)の株主名簿に基づいて記載をしております。

① 【発行済株式】

(2019年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

386,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,220,485 ―
122,048,500

単元未満株式
普通株式

― ―
470,281

発行済株式総数 122,905,481 ― ―

総株主の議決権 ― 1,220,485 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権19個)含ま

れております。

２ 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が200株あり、「完全議決権株

式(その他)」欄に200株(議決権２個)を含めて記載しております。

３  「単元未満株式」欄には以下の自己保有株式が含まれております。

     当社     65株

 

② 【自己株式等】

(2019年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
住友重機械工業株式会社

東京都品川区大崎２－１－１ 386,700 ― 386,700 0.31

計 ― 386,700 ― 386,700 0.31
 

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株(議決権２個)あります。

     なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

住友重機械工業株式会社(E01533)

四半期報告書

10/22



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 73,589 76,626

  受取手形及び売掛金 ※1  291,578 ※1  263,465

  たな卸資産 189,045 211,442

  その他 33,185 37,008

  貸倒引当金 △3,829 △3,454

  流動資産合計 583,568 585,088

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 107,720 107,238

   その他（純額） 140,556 151,315

   有形固定資産合計 248,276 258,553

  無形固定資産   

   のれん 24,049 31,873

   その他 41,022 37,902

   無形固定資産合計 65,071 69,775

  投資その他の資産   

   その他 62,450 64,611

   貸倒引当金 △5,314 △4,965

   投資その他の資産合計 57,136 59,646

  固定資産合計 370,483 387,974

 資産合計 954,051 973,062

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  188,069 ※1  164,029

  短期借入金 23,444 34,566

  1年内償還予定の社債 10,000 ―

  1年内返済予定の長期借入金 1,956 4,378

  コマーシャル・ペーパー 17,000 45,000

  保証工事引当金 13,339 13,667

  その他の引当金 6,309 4,226

  その他 122,261 117,132

  流動負債合計 382,378 382,999

 固定負債   

  社債 10,000 20,000

  長期借入金 10,912 19,991

  引当金 154 153

  退職給付に係る負債 46,082 46,045

  再評価に係る繰延税金負債 20,713 20,628

  その他 18,812 19,448

  固定負債合計 106,673 126,265

 負債合計 489,051 509,264
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,872 30,872

  資本剰余金 26,071 26,070

  利益剰余金 348,863 357,289

  自己株式 △1,048 △1,078

  株主資本合計 404,757 413,153

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,871 4,078

  繰延ヘッジ損益 △318 △795

  土地再評価差額金 40,820 40,626

  為替換算調整勘定 8,879 △2,728

  退職給付に係る調整累計額 △4,542 △2,531

  その他の包括利益累計額合計 48,711 38,651

 非支配株主持分 11,533 11,994

 純資産合計 465,001 463,799

負債純資産合計 954,051 973,062
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 646,695 625,682

売上原価 494,641 486,070

売上総利益 152,055 139,613

販売費及び一般管理費 99,667 101,779

営業利益 52,387 37,834

営業外収益   

 受取利息 580 729

 受取配当金 784 573

 その他 2,104 1,725

 営業外収益合計 3,468 3,028

営業外費用   

 支払利息 826 886

 為替差損 2,079 1,347

 その他 2,685 2,959

 営業外費用合計 5,591 5,192

経常利益 50,264 35,669

特別損失   

 年金バイアウトに伴う損失 ※1  2,085 ―

 減損損失 502 ―

 特別損失合計 2,587 ―

税金等調整前四半期純利益 47,677 35,669

法人税等 14,226 11,277

四半期純利益 33,451 24,392

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,405 1,525

親会社株主に帰属する四半期純利益 31,046 22,867
 

EDINET提出書類

住友重機械工業株式会社(E01533)

四半期報告書

13/22



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純利益 33,451 24,392

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,194 209

 繰延ヘッジ損益 △1,158 △479

 為替換算調整勘定 △3,155 △12,061

 退職給付に係る調整額 1,525 2,005

 持分法適用会社に対する持分相当額 10 6

 その他の包括利益合計 △4,973 △10,320

四半期包括利益 28,479 14,072

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 26,423 13,001

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,056 1,071
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

(1)連結の範囲の重要な変更
　第１四半期連結会計期間より、清算が結了したHansen Transmissions Tianjin Industrial Gearbox Co.,　
Ltd.を連結の範囲から除外しております。
　また、当第３四半期連結会計期間より、新たに株式を取得したInvertek Drives Ltd.他４社を、株式の追加取
得により大同住重減速機股分有限公司を連結の範囲に含めております。また、合併により解散したSM-Cyclo
Iberia, S.L.を連結の範囲から除外しております。
 
(2)持分法適用の範囲の重要な変更
　当第３四半期連結会計期間より、新たに出資持分を取得したInvertek Cz, s.r.o.他１社を持分法適用の範囲に
含めております。

 

　

(会計方針の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

(顧客との契約から生じる収益(ASC第606号)の適用)

米国会計基準を採用している在外子会社において「顧客との契約から生じる収益」(ASC第606号)を第１四半期

連結会計期間より適用しています。これにより、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又

はサービスと交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で、収益を認識しています。

当該会計基準の適用については、経過的な取扱いに従って、本基準の適用による累積的影響額を適用開始日に

認識する方法を採用し、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しています。

この結果、当第３四半期連結累計期間の利益剰余金期首残高は178百万円減少しています。なお、当第３四半期

連結累計期間の損益に与える影響は軽微です。

 
(IFRS第16号「リース」の適用)

当社グループのIFRS適用子会社は、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号「リース」(2016年１月公表)(以

下、IFRS第16号)を適用しております。IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準

の適用による累積的影響額を適用開始日に認識する方法を採用しております。

過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類した借手としてのリースについては、適用開始日

に、使用権資産及びリース負債を認識しております。

本基準の適用に伴い、連結貸借対照表は、有形固定資産の「その他」2,684百万円、流動負債の「その他」

1,146百万円及び固定負債の「その他」1,538百万円が増加しております。なお、従来無形固定資産の「その他」

に含めて記載しておりました一部の資産2,830百万円につきましても、第１四半期連結会計期間より有形固定資産

の「その他」に含めて記載しております。この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微

です。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

(税金費用の計算)

税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

受取手形 4,969百万円 3,667百万円

支払手形 1,966  1,757  
 

 

　２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、下記のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

三井住友ファイナンス＆リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

14,811百万円
三井住友ファイナンス＆リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

11,585百万円

興銀リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

3,425 
みずほリース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

2,877 

芙蓉総合リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

978 
伊藤忠ＴＣ建機㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

138 

㈱ダイヤモンド建機
(リース契約に伴う買取保証等)

285 
首都圏リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

99 

首都圏リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

243 
三井住友トラスト・パナソニック
ファイナンス㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

53 

その他14件
(リース契約に伴う買取保証等)

450 
その他13件
(リース契約に伴う買取保証等)

218 

計 20,191 計 14,970 
 

（注）興銀リース㈱は2019年10月１日付でみずほリース㈱に社名変更しております。

なお、前連結会計年度には外貨建保証債務933百万人民元(15,080百万円)及び13百万台湾ドル(47百万円)が、当

第３四半期連結会計期間には外貨建保証債務776百万人民元(11,744百万円)及び10百万台湾ドル(38百万円)が含ま

れております。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　当社の連結子会社であるSumitomo(SHI)Demag Plastics Machinery North America, Inc.の確定給付年金プランに

関する年金バイアウトの実施に伴い発生したものであります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

減価償却費 19,170百万円 20,718百万円

のれんの償却額                 1,675 　　　　　　　　　1,436
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 5,514 45 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

2018年10月31日
取締役会

普通株式 6,126 50 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 7,597 62 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

2019年10月31日
取締役会

普通株式 6,861 56 2019年９月30日 2019年12月２日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

取得による企業結合 

当社は、2019年９月27日開催の取締役会において、英国のインバータ製造会社であるInvertek Drives Ltd.（以

下、インバーテック社）の株式を取得し子会社化することを決議し、同日付で株式等譲渡契約を締結いたしまし

た。また、2019年11月７日付で株式譲渡が実行されました。

 
(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 Invertek Drives Ltd.

事業の内容       インバータ製品の研究開発・製造・販売

② 企業結合を行った主な理由

当社がインバーテック社の制御製品に関する技術と生産拠点を獲得することにより、IoT、自動化・省人化、

省エネなどへの対応のために今後ますます重要となる制御分野での事業ポートフォリオの拡充が可能となるた

めであります。

　また、2018年に連結子会社化したイタリアの産業用モータメーカー Lafert S.p.A.のモータ技術との融合に

より、より高度な市場ニーズへの対応が可能になり、当社が重点分野と位置付ける市場で技術面を牽引する欧

州を起点として、ギヤ、モータ、制御製品を一体として提供できる体制の構築を目指すためであります。

③ 企業結合日

2019年11月７日

④ 企業結合の法的形式

株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

企業結合後の名称の変更はありません。
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⑥ 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率   ―％

企業結合日に取得した議決権比率　  　100.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　 100.0％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 
(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金 12,631百万円

取得原価 12,631百万円
 

　

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　295百万円

　

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

10,320百万円

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。

②　発生原因

取得した資産及び引き受けた負債の純額と取得原価との差額により、発生したものであります。

③　償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。

　

(6) 企業結合日に取得した資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 2,290百万円

固定資産 1,019  

資産合計 3,309  

流動負債 736  

固定負債 576  

負債合計 1,312  
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期

連結損益

計算書

計上額

(注３)

機械

コンポー

ネント

精密

機械

建設

機械

産業

機械
船舶

環境・

プラント
計

売上高            

  外部顧客への

  売上高
97,728 133,318 213,713 66,713 27,798 102,178 641,447 5,248 646,695 ― 646,695

  セグメント間の

  内部売上高又は

  振替高

1,577 256 6 1,228 6 668 3,741 2,720 6,461 △6,461 ―

計 99,305 133,575 213,719 67,940 27,804 102,846 645,189 7,968 653,156 △6,461 646,695

セグメント利益 7,950 12,386 17,989 5,419 450 6,595 50,790 1,611 52,401 △14 52,387
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、ソフトウエア関連事

業、及びその他の事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△14百万円には、セグメント間取引消去△14百万円が含まれております。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期

連結損益

計算書

計上額

(注３)

機械

コンポー

ネント

精密

機械

建設

機械

産業

機械
船舶

環境・

プラント
計

売上高            

  外部顧客への

  売上高
96,723 135,160 201,364 62,154 21,391 103,543 620,336 5,347 625,682 ― 625,682

  セグメント間の

  内部売上高又は

  振替高

1,460 185 27 1,081 5 757 3,515 2,555 6,070 △6,070 ―

計 98,183 135,345 201,391 63,235 21,396 104,300 623,850 7,902 631,752 △6,070 625,682

セグメント利益又は損
失(△)

5,116 10,903 12,385 3,826 △2,367 6,267 36,130 1,730 37,860 △26 37,834
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、ソフトウエア関連事

業、及びその他の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△26百万円には、セグメント間取引消去△26百万円が含まれておりま

す。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとののれんに関する事項

(のれんの金額の重要な変動)

機械コンポーネントセグメントにおいて、Invertek Drives Ltd.の株式を取得したことに伴い、第３四半期連

結会計期間より、同社を連結の範囲に含めております。

 当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては10,320百万円であります。

 なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算出された金額であります。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

１株当たり四半期純利益 253円37銭 186円64銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円)  31,046 22,867

普通株主に帰属しない金額(百万円)  ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

 31,046 22,867

普通株式の期中平均株式数(千株)  122,532 122,521
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

当社は、2020年１月24日に以下のとおり無担保社債を発行し、同日に払込が完了しております。

１．銘柄 住友重機械工業株式会社第６回無担保社債(社債間限定同順位特約付)

２．発行総額 10,000百万円

３．発行価格 額面100円につき金100円

４．利率 年0.290％

５．償還金額 額面100円につき金100円

６．償還期限及び償還方法 2030年１月24日(満期一括償還)

７．資金用途 コマーシャル・ペーパーの償還資金として2020年２月末までに充当予定
 

 

２ 【その他】

第124期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)中間配当について、2019年10月31日開催の取締役会において、

2019年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                          　　 6,861百万円

② １株当たりの金額                              56円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    2019年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2020年２月７日

住友重機械工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 根　　本   剛   光 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　 木　   　　豊 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋   藤   慶   典 印

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友重機械工業

株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から

2019年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友重機械工業株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保

管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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